
 
「介護サービス情報の公表」制度における調査に関する指針 

 
１ 目的 

介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「規則」という。）第１４０条

の４７の２の規定に基づき，調査の実施に関する指針を定める。 
 
２ 調査を行う対象等 

介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の３５第３項で

規定される報告に関して必要があると認めるときは「報告内容に虚偽が疑われる場合」と

する。 
調査の対象とするサービスは，規則第１４０条の４３に規定するサービスとし，一体的

に報告を行った事業所については，一体的に報告を行ったサービスすべてを調査対象とす

る。 
 
３ 手数料 

調査事務手数料は徴収しない。 
 
４ 調査項目 

調査項目は，規則別表第１及び別表第２に掲げる項目のうち，市が必要と認める事項と

する。 
 
５ 調査の実施について 

調査は，運営指導に併せて行い，原則として，事業所を訪問し面接調査の方法によって

行う。 
調査を実施するときは，事前に対象となる事業所に対して通知する。 

 
６ 調査結果の同意 

調査終了後は，調査結果について事実誤認がないこと及び調査結果がそのまま公表され

るものであることについて事業者の同意を得るものとする。 
同意が得られなかった場合は，法第１１５条の３５第４項の規定に基づく報告の内容の

是正命令等の対応を行う。 
 
  附則 

この指針は，平成３０年７月３０日から施行する。 
 



附則 

この指針は，令和４年７月１４日から施行する。 


